平成25年度通学路安全推進事業
通学路安全対策事例集
平成26年3月
大阪府教育委員会
は　　じ　　め　　に
平成24年4月に京都府亀岡で登校中に児童が巻き込まれる痛ましい事故が発生し、その後も各地で登下校中の交通事故が続いていることは、残念でなりません。
学校保健安全法において、学校安全計画の作成に当たっては、「通学を含めた学校生活その他の日常生活における安全に関する指導を含めることとし、さらに地域管轄の警察署その他関係機関、地域住民その他の関係者等との連携を図ること」とされています。
これまでも、各学校においては、登校中の安全確保を図るため、児童生徒等への安全指導や警察など関係機関等との連携した取組みを実施しております。
平成24年5月に文部科学省、国土交通省、警察庁の3省庁において、一層の通学路の安全確保を図るため、通学路の緊急合同点検を実施し、市町村においては、教育委員会、学校が道路管理者、警察署と連携し、現在、通学路の安全対策を実施しているところです。
このような中、大阪府教育委員会では、今年度、総合的に通学路の安全対策を推進するため、文部科学省事業「通学路安全推進事業」として、府教育委員会、学識経験者、府警察本部、府道路管理者等からなる通学路安全推進委員会を設置し、取組みについて対策事例を収集し、事例集を作成し市町村教育委員会に周知を図り、通学路の安全対策を推進しております。
　本対策事例集が、各地における通学路の交通安全対策の検討の一助となることを心から期待しています。
　終わりに、本対策事例集の作成に当たり、御協力いただきました通学路安全推進委員の方々に対し心から感謝申し上げます。
　　　　平成26年３月
大阪府教育委員会事務局教育振興室
保健体育課長　　真　野　正　道

通学路安全対策状況の収集を終えて
通学路安全推進委員会委員長
帝塚山大学副学長　蓮花一己
　大阪府通学路緊急合同点検の結果に基づいて、安全対策が検討、実施された地点のうち、茨木市、八尾市、泉大津市の小学校を中心に現地視察を実施した。
茨木市では、以前から「通学路安全対策協議会」が設置されており、毎年小学校から通学路の安全対策の要望が挙げられ、それに基づいて対策を実施している。注意看板やカーブミラー、安全策の設置等の道路管理者の対応に加えて、教育委員会では飛び出し人形の配布や子ども見守り隊等のボランティアとの協力が挙げられていた。視察した小学校では、小学校近傍の通学路は歩道や安全柵の設置が進んでいたものの、抜け道となっている道路は狭隘、かつ交通量が多いにも関わらず、歩道が設置されておらず、路側帯のカラー化がなされていたのみであった。現地の視察では、車両の走行速度が高く、速度抑制効果が乏しいという評価であった。ポストコーンやハンプ等のより強い速度抑制策が求められよう。
八尾市でも以前から通学路の対策が市を挙げて実施されており、点検を実施している関係で、通学路交通安全対策会議の立ち上げも早期に行われた。対策のメニューとしては、交差点や横断歩道のカラー化やスクールゾーンの新設、外側線の新設等であった。小学校付近の道路が抜け道として使われている現状を踏まえて、交差点のカラー化等の対策を活用して、車両の走行速度抑制を進めていることが評価できる。今後、ハンプやシケインの導入を社会実験で進めることで、より直接的な速度抑制策も検討すべきである。
泉大津市の小学校では、通学時間通行規制の一方通行が導入されていた。しかし、規制にも関わらず通過する車両が多く、警察による取り締まりとともに、毎日ボランティアの手で、規制外の道路へ通過車両を誘導していた。校区内の道路は狭く、かつ交通量が多いため、きわめて危険性が高い。その一方で、毎日大勢のボランティアが通学路の安全確保に努めている実態が分かった。マンパワーの活用が安全確保に重要であると評価できる。その一方で、マンパワーの継続的活用のために何をすべきかが課題である。また、同時に、ボランティアからの要望等を交通環境の改善に結び付けるという道路改善の努力も重要である。
視察全体を振り返って、第一に、「通学路安全協議会」が重要な役割を果たしており、今後も継続してその機能を強化するべきである。大阪府の通学路は人口密集地の中にある場合が多く、限られた予算の中で効果を挙げるためには、多面的な指標による検討を必要とする。地域の中で生活している住民や関係者の利害調整は困難であり、対策の実施による子どもの安全性向上と住民や関係者の利便性をいかに調和させるかが大きな課題となる。こうした調整を個別に行うのではなく、協議会を通じて、事故リスクや不便さなどの情報を公にして議論をすることで、関係者にとっての共通の話し合いの土俵ができ、信頼関係が生まれる。防犯や防災の観点ですでに存在している組織と連携して、住民の安全性向上のために、協議会の役割は大きい。
第二に、大阪府全体での通学路の安全性向上を目指して、府教育委員会が中心となって、対策の情報公開や啓発活動を推進すべきである。視察を実施した各市の努力や実績は評価に値するものの、お互いの対策メニューについては独自色が強い。大阪府としては、実施済みの対策の中で、どのような対策が有効であったのかの費用対効果の評価を実施する必要がある。そして、大阪府全体あるいは日本全体の対策の中から、費用対効果の大きい対策、交差点改良や規制など分野ごとに最新の情報をまとめて提供することは重要である。それに関連して、行政の通学路安全対策の専門家や学校関係者の安全担当教員等、専門家支援のために教育委員会としてもフォーラム等の積極的な実施が求められる。たとえば、香川県では、通学路に限定したものではないが、交差点の高輝度化や一時停止カラー化の対策により、平成25年において、それ以前と比べて、前者で24％、後者で43％の事故減少を見出している。今後、通学路の各種安全対策の効果が検証される事例も増加することが予想されるので、情報収集と啓発活動に力を入れるべきである。
第三に、抜け道として走行する車両は急いでいるため走行速度が速く、通勤利用と通学時間が重なっていることから、通学路の安全対策の重要なターゲットである。こうした抜け道通過車両への直接的な速度抑制策として、ハンプやシケインなどの道路対策がある。これらは騒音問題や不便さのゆえに、日本で活用されることは少ない。しかし最近では騒音がそれほど上がらないハンプも開発されており、最新の工学的施策を活用できる余地が拡大しつつある。何らかの社会実験としてこうした対策を実施し、その効果を大阪府民に公表することは、今後の府内での対策の迅速な展開に役立つと考えられる。専門家の指導を受けた上での社会実験の実施を提案するものである。
最後に、道路改良だけでなく、交通参加者の育成という観点での子どもへの交通教育や啓発活動の推進はきわめて重要である。どれだけ安全施設が充実しても、現在の道路状況では交通事故のリスクが高い箇所が多数残存する。したがって、現実の事故を防止するためには、子ども自身が最低限の防衛的なリスク回避の行動を取る必要があり、そのための交通教育が求められる。具体的には、交通安全マップ作りや安全施設の見学、自転車運転訓練など、各地域や学校の実情を踏まえて、教育計画や教育内容が組込まれねばならない。教えこむ教育から子どもたち自身が事故のリスクに「気づく」ことで、主体的に考える教育が必要である。
大阪府民の子どもたちの安全確保のために、通学路の安全確保は喫緊の課題であり、本事例集が積極的に活用されることを希望するものである。
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茨木市
１　通学路の安全に関する取組み
○各学校園で交通安全教室を実施
○新入生の下校時に保護者、警察、道路管理者、市教委が一緒に通学路を歩き、危険箇所の確認等行う「愛のパトロール」の実施（年1、2回）
○毎月、警察、学校、保護者、通学路安全対策協議会などが、特定の箇所で登校時の安全確認を行う通学路要点監視を実施
○通学路安全対策要望事項の取りまとめ及び関係機関との連携
２　通学路安全対策関係機関連絡会議の開催（構成メンバー：役割）
　　　○教育委員会　学校教育推進課：各学校園の安全点検指導、情報収集
　　　○道路交通課：ハード整備、看板設置、電柱巻き設置補修
　　　○府茨木土木事務所：府道整備
　　　○茨木警察署：規制、取り締まり、ハード整備、パトロール強化
３　緊急合同点検
　　　○６月１日～８月３１日　　計１０回
　　　○参加者：教育委員会、道路交通課、府茨木土木事務所、茨木警察署、
学校（保護者、地域）、通学路安全対策協議会支部長
４　緊急合同点検結果
　　　○点検箇所　　２５７箇所
　　　○対策必要箇所　　２０５箇所（H25.4現在）
・対策済み箇所　１２３箇所
・対策予定箇所　　３２箇所
・対策未定箇所　　５０箇所
○対策未定箇所の理由・対応策
　　　　理由：・用地買収が必要な箇所のため
・地元住民の同意が得られていないため
・要望事項より現在の状態の方が安全なため
・水利組合の了解が得られない
・高架下の歩道整備が困難なため
・交差点改良計画があるため
・新駅整備に伴い、既に歩道の整備計画があるため
・茨木警察と協議中
　　　　対応：見守り隊の協力、別の対策案を学校と協議し、関係各課へ依頼
５　対策例
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６　その他
　　　○取組みの成果
・通学路緊急合同点検以前より、道路管理者や警察と連携し、要望に対して対策を実施してきた。未定箇所についても引き続き協議を続けている。
・各小学校通学路安全対策協議会、ＰＴＡ地区委員が通学路点検マニュアルを丁寧に引き継いでいるだけでなく、市教委配布の点検シートも活用している。
・対策済みの箇所（グリーンベルトや看板）についても、さらなる安全を道路管理者や警察と必要に応じて協議している。
　　　○今後の課題
・市の開発工事に伴い、道路構造の変化が生じているため、通学路の確認と安全の確保について絶えず学校と連携し、随時対応していく。

八尾市
１　通学路の安全に関する取組み
○H14～「交通安全総点検」の実施
土木建設課、八尾警察署が中心となり、年1～2校区を対象に、小学校区（地域）の総点検を実施。
○H21～「通学路安全対策事業」の実施
土木建設課が中心となり、各小学校区における計画的な安全対策を実施。
２　通学路安全対策関係機関連絡会議の開催（構成メンバー：役割）
○教育委員会（指導課）：各小学校区の安全点検指導及び情報の集約
（巻看板、スクールゾーン表示等）
○交通対策課：安全啓発対策（路面シール、巻看板等）、警察との連絡調整
　　○土木建設課：道路におけるハード整備
（交差点部のカラー化・路側帯のカラー舗装化等）
　　○土木管理事務所：道路におけるハード整備
（交差点マーク、外側線の設置、路面表示、カーブミラー等）
　　○八尾警察：規制、取り締まり、ハード整備
（横断歩道の設置、止まれ表示、信号等）
　　○大阪府八尾土木事務所：府道におけるハード整備　　　
３　緊急合同点検
○7月23日～8月21日　16半日（1回4時間程度）
・参加者：八尾警察署・大阪府八尾土木事務所・交通対策課・土木管理事務所
　　　　　　土木建設課・土木総務課・学校・教育委員会
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　　　　点検時の様子
４　緊急合同点検結果
　　　○点検箇所　　　　３５２箇所
　　　○対策必要箇所　　３１４箇所
　　　　・対策済み箇所　２８０箇所（Ｈ２６，３月末予定）
　　　　・対策予定箇所　　　９箇所（Ｈ２６，３月末予定）
　　　　・対策未定箇所　　２５箇所（Ｈ２６，３月末予定）
５　対策例
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６　その他
○今後に向けて
・通学路上の環境整備：関係各課と連携し、今後も継続した取り組みが必要。
・保護者・地域との連携による見守り：各小学校区の特性を生かし、協力を得る。
・児童生徒への交通安全教育の充実：交通ルールを守り、安全な行動に対する意識の高揚を図る。

泉大津市
１　通学路の安全に関する取組み
　　　○「スクールガードリーダー配置事業」3人で8小学校区をカバー
　　　○「交通安全専従員配置事業」５小学校区１２カ所に配置
　　　○「子どもの安全見守り隊事業」３６団体1,941人が活動
○「青色パトロール活動事業」
市職員の巡回活動　毎日１台（４台登録）
　　　　　防犯委員会青色防犯パトロール　５小学校区（６支部）２６台登録
　　　　　（現在１９台、今後今年度中7台予定）
２　通学路安全対策関係機関連絡会議の実施（構成メンバー：役割）
　　　○教育委員会　指導課：各学校の安全点検指導、情報収集、連絡会議のとりまとめ
　　　○土木課：ハード整備（区画線の引き直し、路肩のカラー舗装化）
　　　○府鳳土木事務所：府道整備
　　　○泉大津警察署：規制、取り締まり、ハード整備（信号機改良、歩行者注意啓発標）
３　緊急合同点検
　　　○８月２０日　　計１回（現場点検実施）
　　　　・事前に協議の上、点検箇所を精査して実施
　　　　・参加者：教育委員会、土木課、府鳳土木事務所、泉大津警察署
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点検時の様子
４　緊急合同点検結果
　　　○点検箇所　　　　２５箇所
　　　○対策必要箇所　　２５箇所(H26.2現在)
・対策済み箇所　２３箇所
・対策予定箇所　　２箇所
・対策未定箇所　　０箇所
　　　　
５　対策例
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　　　　　　　　　　対策前　　　　　　　　　　　　　　　　　対策後

対策前　　　　　　　　　　　　　　　対策後


　　　　　　　　　　対策前　　　　　　　　　　　　　　　　　対策後
	防犯委員会青色防犯パトロール等による安全確保
ボランティアによる通学時間帯の見守りや青色防犯パトロールによるドライバーへの通行規制の協力を行い、児童の安全確保を行った。



　

６　その他
　　　○取組みの成果
　　　　・通学路上の環境整備が進んだ。
　　　　・これまで以上に、通学路の安全面に関して協力していただける方がたが増えた。
○今後の課題
　　　　・通学路安全対策関係機関連絡会議の定期的な実施
　　　　　　（関係機関との継続的な取組み）
　　　　・児童生徒への交通安全教育の充実
　　今後、通学路の安全を推進するためには、教育委員会、警察、道路管理者が連携し、下記の内容に留意する必要がある。
１　推進体制の構築
・地域ごとの通学路の交通安全の確保に向けた取組の基本的方針を策定。
・基本的方針に基づく取組を継続して推進するため、定期的に開催する協議会を設置するなど推進体制の構築。
・推進体制は、教育委員会、学校、ＰＴＡ、警察、道路管理者を基本とし、必要に応じて自治会代表者や学識経験者等を加えて構成し、市区町村単位で構成することが望ましく、緊急合同点検時に構築した体制等既存組織がある場合は、これを活用。
２　基本的方針の策定
１で構築した推進体制において、各地域の実情を踏まえた合同点検や対策の改善・充実等の取組を着実かつ効果的に実施するため、以下の内容を含む取組の基本的方針を策定。
（1）合同点検の実施方針
実施時期：緊急合同点検の実施状況や周辺環境の変化等を踏まえ、毎年実施や
複数年ごとの実施等、地域の実情に応じて適切に設定。
合同点検体制：教育委員会、学校、保護者、警察、道路管理者を含む体制が基本。
実施方法：通学路の変更箇所や周辺環境に変化のあった範囲を対象、地域の実
情に応じた危険箇所や自転車通学と輻輳する箇所を重点的に点検等、
効率的・効果的な方法を検討することが望ましい。
（2）通学路安全確保のためのＰＤＣＡサイクルの実施方針
合同点検の実施・対策の検討、対策の実施、対策効果の把握、その結果を踏まえた対策の改善・充実を一連のサイクルとして繰り返し実施すること（ＰＤＣＡサイクル）が継続的な安全性向上のために必要。
なお、対策の検討、対策の実施、対策効果の把握については、関係者間で連携・協議の上行う。
３　公表等
（1）基本的方針の公表
基本的方針を策定した際には、地域住民、道路利用者等の協力を得るため、推進体制の構成及び基本的方針をまとめたものを、市区町村のホームページや広報誌等を活用して、適切に情報発信。
なお、基本的方針の名称については、全国で統一されていることが望ましいと考えることから、「（○○市区町村）通学路交通安全プログラム」とすることを推奨する。ただし、既に地域で同様の基本的方針を定めており、独自の名称がある場合はこの限りではない。
（2）対策箇所図、対策一覧表の作成・公表
合同点検によって抽出した対策必要箇所について、関係機関で認識を共有するため、対策箇所図及び対策一覧表を作成し、公表。
市の取組事例





グリーンベルトの設置、ボランティアの活用


府道等への抜け道になっているため交通量も多くスピードを出して通行する車もあるため危険であり、グリーンベルトの設置による歩道の明確化やボランティアによる安全確保を実施した。





カラー舗装の実施


　危険箇所の一つである横断歩道、見通りの悪い交差点をカラー舗装化（明確化）しドライバーに注意を促すとともに、路側帯についてもカラー舗装化（明確化）することにより歩行空間を視覚的に確保し、歩行者の安全性を高めた。





通学路等路面標示


学校の比較的近くの通学路で、地域外の車が、幹線道路への通り抜けに使用しており、道路の入り口に通学路やスクールゾーンの表示や塗り直しをし、ドライバーに注意喚起を行う。





巻看板設置


車の通り抜けのある通学路で電柱への巻看板が有効な場所や他の対策がとりにくい通学路に設置し、ドライバーへ注意喚起を行う。





区画線の引き直し


スピードを出す車両が多く、危険であり、また区画線も薄い。区画線を引き直し、歩道と車道の区別を明確化を行い歩行者の安全確保を行った。





路側帯のカラー化


道路幅員が狭く車歩道の区別がわかりにくく危険であり、路側帯をカラー化し、歩道の明確化を行った。





今後の通学路の安全推進のための留意点








